
別記
様式第１号（第３条関係）

※ 整 理 番 号

審 査 結 果砂利採取業者登録申請書
受理年月日 年 月 日

登 録 番 号 宮崎砂利第 号

年 月 日宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

宮崎県収入証紙 住 所

氏名又は名称及び
ふりがな

（申請者は消印しないこと） 法人にあっては

その代表者の氏名
ふりがな

砂利採取法第３条の登録を受けたいので、同法第４条第１項の規定により次のとおり申請しま

す。

事務所の名称

事 務 所 の
所 在 地

〒 TEL 〒 TEL

その事務所に 合格 認定 合格 認定
第 号 第 号

置く砂利採取
合格 認定 合格 認定

業務主任者の 第 号 第 号

氏名 合格 認定 合格 認定
ふりがな

第 号 第 号

法人にあつて

は、その業務

を行う役員の

氏名
ふりがな

（備考）１ ※印欄は、記載しないこと。



別表１（第３条関係）

砂利採取業登録申請書の添付書類

砂利採取業登録申請に必要な書類は、次のとおりとする。

１ 申請者が個人の場合

書 類 様 式 又 は 内 容番号

１ 誓 約 書（申請者用） 別記様式第２号

２ 誓 約 書（砂利採取業務主任者用） 別記様式第３号

３ 砂利採取業務主任者証明書 別記様式第４号

４ 砂利採取業務主任者を雇用しているこ 公共機関の発行した書面若しくはその

とを証明する書類 写し又は雇用証明書若しくは雇用契約書

の写し

５ 砂利採取業務主任者試験合格証又は認

定書の写し

６ 砂利採取業務主任者の住民票

７ 申請者の生年月日を証する書類

８ 役員等一覧表 別記様式第２２号

２ 申請者が法人の場合

上記表の書類に加え

書 類 様 式 又 は 内 容番号

１ 誓約書（役員用） 別記様式第６号

２ 登記簿謄本

３ 役員の生年月日を証する書類

４ 役員等一覧表 別記様式第２２号



様式第10号（第６条関係）

※ 整 理 番 号
登 録 事 項 変 更 届 書

受理年月日 年 月 日

年 月 日

宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

住 所

氏名又は名称及び
ふりがな

法人にあっては

その代表者の氏名
ふりがな

登 録 番 号 宮崎砂利第 号

登録年月日 年 月 日

砂利採取法第９条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

１ 変更事項の内容

変 更 に 係 る
従 前 の 内 容 変 更 後 の 内 容

登 録 事 項

２ 変更の年月日

３ 変更の理由

（備考）１ ※印欄は、記載しないこと。

２ 変更に係る登録事項の欄は、氏名、名称、代表者、住所、砂利採取業務主任
ふりがな

者及び役員等の区分で記載すること。



別表３（第６条関係）

砂利採取業登録事項変更届書の添付書類

砂利採取業登録事項変更届に必要な書類は、次のとおりとする。

区 分 書 類 様式又は内容

個人の氏名、住所の変更、 １ 当該変更事項を証明する書面

業務主任者の名前の変更

２ 役員等一覧表 別記様式第２２号

法人の名称及び住所の変 ３ 法人の登記簿の謄本

更

４ 役員等一覧表 別記様式第２２号

法人の代表者（役員の変 ５ 誓約書（申請者用） 別記様式第２号

更を伴うとき）の変更

６ 誓約書（役員用） 別記様式第６号

７ 法人の登記簿の謄本

代表者及び役員の生年月日を証する書類８

９ 役員等一覧表 別記様式第２２号

法人の代表者（役員の変 10 法人の登記簿の謄本

更を伴わないとき）の変更

11 役員等一覧表 別記様式第２２号

法人の役員の変更 12 誓約書（役員用） 別記様式第６号

13 法人の登記簿の謄本

14 役員の生年月日を証する書類

15 役員等一覧表 別記様式第２２号

業務主任者の変更及び事 16 誓約書（業務主任者用） 別記様式第３号

務所の新設

17 業務主任者試験合格証等の写し

18 業務主任者証明書 別記様式第４号

公共機関の発行した書面若し19 業務主任者の雇用に関する証明書

くはその写し又は雇用証明書

若しくは雇用契約書の写し

20 業務主任者の住民票

21 役員等一覧表 別記様式第２２号

※上記書類に加え、現に交付を受けている砂利採取業者登録通知書を提出すること。



様式第２号

誓 約 書（申請者用）

私は、砂利採取法（以下「法」という。）第６条第１項第１号から第５号までに規定する下記の登

録拒否要件に該当しない者であることを誓約します。

記

(1) 法の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

った日から２年を経過しない者

(2) 法第12条第１項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者

(3) 法第３条の登録を受けた者（以下「砂利採取業者」という。）であつて法人であるものが法第

12条第１項の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあった日前30日以内に

その砂利採取業者の業務を行う役員であった者でその処分のあった日から２年を経過しないも

の

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７）第２条第６号に規定

する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

(5) 法人であって、その業務を行う役員のうち前四号のいずれかに該当する者があるもの

年 月 日

住 所

氏名又は名称及び
ふりがな

法人にあっては

その代表者の氏名
ふりがな

及び生年月日

性 別 男 ・ 女

宮崎県知事 殿



様式第３号

誓 約 書（砂利採取業務主任者用）

私は、砂利採取法（以下「法」という。）第６条第１項第１号から第４号までに規定する下記の登

録拒否要件に該当しない者であることを誓約します。

記

(1) 法の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

った日から２年を経過しない者

(2) 法第12条第１項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者

(3) 法第３条の登録を受けた者（以下「砂利採取業者」という。）であって法人であるものが法第

12条第１項の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあった日前30日以内に

その砂利採取業者の業務を行う役員であった者でその処分のあった日から２年を経過しないも

の

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７）第２条第６号に規定

する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

年 月 日

住 所

氏 名
ふ り が な

生年月日

性 別 男 ・ 女

（ 合格 認定 番号 号 ）

住 所

氏 名
ふ り が な

生年月日

性 別 男 ・ 女

（ 合格 認定 番号 号 ）

住 所

氏 名
ふ り が な

生年月日

性 別 男 ・ 女

（ 合格 認定 番号 号 ）

宮崎県知事 殿



様式第４号

砂 利 採 取 業 務 主 任 者 証 明 書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住 所

氏名又は名称及び

法人にあっては

その代表者の氏名

次の事務所に置く砂利採取業務主任者は、申請者又は当事業所の従業員（役員を含む。）であ

ることを証明します。

砂利採取事 務 所 名 合格・認定番号 雇用又は就任年月日業務主任者名
及び生年月日

( 都道府県) 役員・従業員・本人

合格
第 号

認定 年 月 日 年 月 日

( 都道府県) 役員・従業員・本人

合格
第 号

認定 年 月 日 年 月 日

( 都道府県) 役員・従業員・本人

合格
第 号

認定 年 月 日 年 月 日

( 都道府県) 役員・従業員・本人

合格
第 号

認定 年 月 日 年 月 日

( 都道府県) 役員・従業員・本人

合格
第 号

認定 年 月 日 年 月 日

（備考）

１ 砂利採取業務主任者が従業員である場合は、当該砂利採取業務主任者を雇用

していることを証する公共機関の発行した書面又はその写しを添付すること。



様式第６号

誓 約 書（役員用）

私は、砂利採取法（以下「法」という。）第６条第１項第１号から第４号までに規定する下記の登

録拒否要件に該当しない者であることを誓約します。

記

(1) 法の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

った日から２年を経過しない者

(2) 法第12条第１項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者

(3) 法第３条の登録を受けた者（以下「砂利採取業者」という。）であって法人であるものが法第

12条第１項の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあった日前30日以内に

その砂利採取業者の業務を行う役員であった者でその処分のあった日から２年を経過しないも

の

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７）第２条第６号に規定

する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

年 月 日

住 所

氏 名
ふ り が な

生年月日

性 別 男 ・ 女

住 所

氏 名
ふ り が な

生年月日

性 別 男 ・ 女

住 所

氏 名
ふ り が な

生年月日

性 別 男 ・ 女

宮崎県知事 殿



様式第11号（第９条関係）

※ 整 理 番 号

受 理 年 月 日 年 月 日砂利採取業者登録通知書再交付申請書

再交付年月日 年 月 日

年 月 日

宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

住 所

氏名又は名称及び

法人にあっては

その代表者の氏名

砂利採取業者登録通知書の再交付を受けたいので、宮崎県砂利採取法事務取扱要綱第10条

の規定により、申請します。

登 録 番 号 宮崎砂利第 号

登録年月日 年 月 日

理 由

（備考）１ ※印欄は、記載しないこと。



様式第９号（第５条関係）

※ 整 理 番 号
砂 利 採 取 業 承 継 届 書

受理年月日 年 月 日

年 月 日

宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

住 所

氏名又は名称及び
ふりがな

法人にあっては

その代表者の氏名
ふりがな

砂利採取法第８条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

承継の原因

氏名又は名称
ふりがな

法人にあっては、その代表

者の氏名
ふりがな

被承継者に

住所

関する事項 法第３条の登録を受けた年
月日及び登録番号

事務所の名称及び所在地

合格・認定
砂利採取業務主任者の氏名

ふりがな

第 号

登録年月日及び登録番号

承継者に関

事務所の名称及び所在地

する事項
合格・認定

砂利採取業務主任者の氏名
ふりがな

第 号

（備考）１ ※印欄は、記載しないこと。



別表２（第５条関係）

砂利採取業承継届書の添付書類

砂利採取業者の地位を承継した際の届出に必要な書類は、各々の区分に応じ次のとおりとす

る。

区 分 書 類

登録規則第４条第２項に定める書面

共通

役員等一覧表 （別記様式第２２号）

法第16条の規定による １ 砂利採取場で砂利の採取を行うことについて砂利採取業

砂利採取計画の認可を 者の地位を承継した者が権原を有すること又は権原を取得

受けた砂利採取業者の する見込みが十分であることを示す書面

地位を承継した者の場

合 ２ 砂利の採取に係る行為に関し、他の行政庁の許可、認可

その他の処分を受けることを必要とするときは、その処分を

受けていることを示す書面又は受ける見込みに関する書面



様式第12号（第10条関係）

※ 整 理 番 号
砂 利 採 取 業 廃 止 届 書

受理年月日 年 月 日

年 月 日

宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

住 所

氏名又は名称及び

法人にあっては

その代表者の氏名

登 録 番 号 宮崎砂利第 号

登録年月日 年 月 日

砂利採取法第10条の規定により、次のとおり届け出ます。

１ 登録の年月日及び登録番号

２ 事業を廃止した年月日

３ 事業を廃止した理由

（備考）１ ※印欄は、記載しないこと。



様式第22号（第18条関係）

役員等一覧表

法人名：

ふりがな

役職名 氏 名 性 別 住 所 生 年 月 日

（都道府県名のみ）

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日


